


































































































































































































































的な IS-LM モデ、ルの体系は，次のものであ ~o
S=S( Y, i) 
/=/( Y, i) 













J(Y, i）ニ S(Y, i) 
L(Y, i)=Ms(Y, i) 
( 5) 
( 6) 
で定義することができる。慣習的に lv>O,l>Sv>O, ／；く0,Lv >O, L；くOを仮定する。添字は。1/ -
Iv＝ー ーなど偏微分を示している。 S;, M~， Mlの正負の符号は仮定できない。。y
この一般的な IS-LMモデルは， 2つの変数Y, iを決定する完結したモデ、ル（ 5), (6）である。






β－ dYl1=s /;-5; ( 7) 
。diI Lv-M~ 
LM-(lYIL=Ms一一 L;-M;5 ( 8) 
で表わされる。ここでどの均衡点でも ／； 5；キ0,L;-MlキOを仮定する。
このモデルはその特別な場合として古典派モデルとケインズ派モデルを含む包括的なモデルであ
































(T. E. Dernberg）とマクドウガル（D.M. McDougall），スミス（W.L. Smith）も指摘している












? s s=-y (13) 
日T' G s=swy十Sey, l>sc>sw>O (14) 
が得られる。ここで， Wは賃金所得， Gは利潤所得， sは平均貯蓄性向， Swは労働者階級（以下で
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 -9-
は労働者と略記する。）の限界貯蓄性向， Scは資本家階級（以下では資本家と略記する。）の限界貯
G 蓄性向，ーは賃金分配率ーは利潤分配率である。 swとScはパラメーターである。（13)'(14）か’Y 
ら，
y J(Y, i) 
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九ん 一 平 dG
企業者が利潤極大化原理で＂h動する予めLは一一之Oでなければならない。したがって，各雇用ー’ dN-
水準では，総供給曲線Zの勾配は ow線の勾配 fに等しいかそれよりも限界粗利潤所得だけ大き








F十Gf十一一一一一E _ Z dN _ N 主主












’＿ dX , d2X ,. ,_., 
わち， iを労働の限界生産力とすれば， x一一一一＞O 一一一一くOといっ仮疋を受け入れるとし" dN ’λ － dN2 _ ,_ d~xー｛ヲ














f 守争の仮定の下では，価格水準Pは生産の限界費用－－；；－ 1：：等しい点で決定される。このことはマクロx 
経済にも該当することである。すなわち，
J fX¥ 
dZ _ d(PX)_ u¥ x＇） パーピ）2-Xx”
dN - dN - dN --<; (x’）2 (22) 
_1zf fX¥ 
d2 z -u ¥ x’）＿／）2X(x”） 2ー （x’）zx”－x’Xλノ”
dN2 - dN2 -{; (x’）3 (23) 
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 -17-
d3Z _ 3Xx"x"'-2(x’）2x"' -x’Xx附
(24) dN3一（.I 
I I d2 z ¥ で示される。 Z”＞O(Z’一一一一）のときドは，総供給曲線の形状はどの範囲でも横軸に対して凸状¥ dN2） 」


















































































DA=DA(NA), dDA －一一7くOdNA (27) 
で示される。
マクロのD関数とZ関数は，マクロの各雇用水



















De二 cyd十 Sv v (28.1) 
を定義する。ここで， cは平均消費｜主向， SI'は財産Vに基づく負の平均貯蓄性向である。 Vは総可
処分所得の一部分に依存するから，消費関数は De二 De(Yd）と書くことができる。この曲線の形
n 、 dDc状がわかれば，平均消費性向 _0;_ と限界消費性向一一ーが決まる。限界消費性向はもちろんケイdYd 




yd二 fN+F+rvG+(Ti-Tc) (29) 
で示される 0 ,vは配当粗利潤率である。したがって，（29）と (16）から総可処分所得は
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量水準で急に反転して後方へ上昇するであろう。したがって，個人所得税関数は Tc二 CtZ で示さ












































Df と Tc-D~ は含まれていないが，これらの要
因が含まれたとしてもこのような形状の曲線を示
した図になるであろう。この図では De曲線とZ曲線との交点Eで均衡解が存在し，この交点、で均








































T ムヲム dD dZ 、占売上金額Zに等しいときL成斗する の場 一一くーーか成斗し，低い雇用水準で D>Zが































dY. v dG drv dG d( T1 Tc) ~＝f十 f 一一一＋ G一一一一一一＋dN dN dG dN dN 
となる。（19）から（31）を号！けば，
dZ dY, dG I drv dG dT1 dTc ¥ 一一一一一三＝(1-rv）一一－（ G－一一一＋一一一一－）dN dN dN ¥ dG dN dN dN J
(31) 
(32) 
となる。 1-r v >Oのとき，（32）の左辺第1項は正となる。 Nが増加すれば，移転支出 T1は減少す
dT1 、 J↑るから，実際には一一くOとなるであろう。個人所得税 Tcは増加するから ___f_>Oとなるで
dN ’dN 
あろう。このようにして，総供給Zの増加が ydの増加を上回るかどうかは，（32）の右辺第2項の
小括孤内の値が正，負いずれかに依存し，さらに配当粗利潤率 ri＇ の増加に依存し，，， i· の増加が~(1 














dD{. 第2に，所得と雇用が既に高い水準にあれば，一一一弓Oとなるであろうからである o Cw二 1,Sw dN 







































































































れば，短期均衡条件の 1っとして限界収入 MRが限界費用 MCに等しくならなければならない。
そのためには，独占企業は限界収入が貨幣賃金率fに等しくなるまで雇用を続けるから，





MR=P(1 －~） (35) 
で表わされるo
f -仮定③によってfは所与であるから，限界費用はγ で不される。（34）と（35）から
P(1 －~）二子 (36) 
が成立する。したがって， Z関数を導くためには，総供給の値 Z=PXが必要である。（36）の両辺
にXを乗じてZを求めれば，
z ix x 
二（iーす）x ’ x＝百 (37) 












_ tx・t(x) (38) 
x 
となる。この（38）をNで微分すれば，




























































を供給する。この場合の独占企業の予想売上金額ZfMは ZfM二 p{M•XfM となる。この予想売上
一 30- ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討























































































(43) dZ df dG 一一一＝f＋一一－N十一一－dN dN dN 
dG で示される。一ーは限界貨幣賃金率，一ーは限界組利潤所得である。dN これに対して， ow曲線のd研7
勾配一ーーは， (18）をNで微分すれば，dN 
d時F df 
一一一一＝f＋一二－NdN dN (44) 
守 dG(44）から明らかなよう l 一ーだけ ow曲線の」’ dNZ曲線の勾配は（43)'したがって，で示される。
勾配よりも大きい。
(45) dZ d研T dG 
dN dN dN 














dX , ，ノ－ f この（47）で一一二x とおいて変形しf:_pー「をNで微分すれば，dN - x が成立する。
dP df 1 tx” d2X 
dN一三万五ァ－TX12, x = ? dN2 
となる。
(46）をNで微分して， PX=Z, (47), (48), X=xNを用いれば，
(47) 
(48) 

































































































































P= k!N － x






P= kl － x (53) 







( i ) 貨幣賃金率fと労働生産性xの性格
価格水準の 3つの構成要素人 x, kのうち，貨幣賃金率は最も変わり易い要素であり，産出量
を貨幣表示するときの価値尺度財（numeraire）として役立つ要素である。（53）が示すPはfの上昇






hの異常な変動を除いてムが上昇すれば， Pは上昇するであろう 0 J_は賃金費用現象の影響を示
x x 169) 
すが，たいていの fの変動がxの変動よりも速ければ， Pは上昇するであろう。このことは常識と
両立するだけでなく資本家の価格設定態度を説明する場合の資本家の意図を表わしている。
















1.6 I~ 1§3 I~ I~ I~ I~ I~ I~ I~ I~ 
0 
資料 U. S. Income and Outputおよび NationalIncome. 
出典 Weintrab, S., Capitalism旨Inflationand Unemployment Crisis, 1978, p. 47. 
?
第14図 1929年～1974年間のん， x, fの値の推移
1000 
800 
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一 r-'-:! dl _ dx が賃金所得山であっても，「ワイントウフウプ疋理」は 1--xとならなければならなし主）とを






～四75年間の l' xおよび、hのそれぞれの変動を示したものであ弘この図では， hの長期的趨勢
は低下しているのに， xはゆっくりと恒常的に上昇している。 fは大きく変動しており， 1948年か
ら1975年にかけて急上昇している。この図からPの変動を推測すれば， Pの経路は fの上方への変
動と xの下方への変動を反映して fとxの波動の聞に存在するであろう。






アメリカ合衆国，1958年＝100 カ ナ ダ，1961年二100
期 間
k x p k x p 
1950-1954年間 104 77 89 87 106 65 81 85 
1955-1959 101 97 99 97 104 86 95 94 
1960-1964 101 118 113 105 101 105 104 102 
1965-1969 98 148 126 115 99 141 118 118 
1970-1974 96 206 137 144 95 203 130 150 
出典第13図の資料に同じ。
注 カナダの数値はGN Pの資料から得たものである。但し，公務員と軍人の棒給
を除いているが，時系列には大きな相違をもたらさなし五。 PはGN Pのデー タ
を示している。アメリカ合衆国の数値はGp Bの構成要素に関連する。
第 2 の方法は， k を賃金分配率の逆数とみなす方法で、ぁ ~o 実際には時間の経過に伴う h の変動
は僅かであるから（盈叫， hの変動値は無視してよい値である。このことは経済学における「重










イントゥラウプ定理」に残る問題は貨幣賃金率fである。この fについてワイントゥラウプは， l 
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